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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第９期

第１四半期
累計期間

第８期

会計期間
自 2023年１月１日
至 2023年３月31日

自 2022年１月１日
至 2022年12月31日

売上高 (千円) 165,940 635,988

経常損失（△） (千円) △44,078 △321,313

四半期（当期）純損失（△） (千円) △44,294 △322,178

資本金 (千円) 345,732 345,732

発行済株式総数 (株) 6,670 6,670

純資産額 (千円) 88,745 133,039

総資産額 (千円) 461,361 683,547

１株当たり四半期（当期）純損失
（△）

(円) △26.56 △204.79

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 19.0 19.3

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社を有していないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上

場であり、期中平均株価が把握できていないため、また、１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載

しておりません。

４．当社は、第８期第１四半期累計期間については、四半期財務諸表を作成していないため、第８期第１四半期

累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

５．当社は、2023年９月２日付で普通株式１株につき250株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の

期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期（当期）純損失を算定しております。

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、当新規上場のための四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する

事項のうち、経営者が提出会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性が

あると認識している主要なリスクの発生又は新規上場申請のための有価証券報告書（Iの部）に記載した「事業等のリ

スク」についての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 財政状態の状況

（資産）

　当第１四半期会計期間末における流動資産は447,411千円となり、前事業年度末に比べ218,902千円減少いたしま

した。これは主に未収入金が100,025千円減少及び現金及び預金が94,260千円減少したことによるものでありま

す。固定資産は13,950千円となり、前事業年度末に比べ3,283千円減少いたしました。これは主に差入保証金が

3,000千円減少したことによるものであります。

　この結果、総資産は、461,361千円となり、前事業年度末に比べ222,186千円減少いたしました。

（負債）

　当第１四半期会計期間末における流動負債は367,736千円となり、前事業年度末に比べ177,891千円減少いたしま

した。これは主に預り金が96,689千円減少及び未払金が64,646千円減少したことによるものであります。固定負債

は4,879千円となり、前事業年度末と同額となりました。

　この結果、負債合計は、372,616千円となり、前事業年度末に比べ177,891千円減少いたしました。

（純資産）

　当第１四半期会計期間末における純資産合計は88,745千円となり、前事業年度末に比べ44,294千円減少いたしま

した。これは四半期純損失計上により利益剰余金が44,294千円減少したことによるものであります。

(2) 経営成績の状況

　当年度の第１四半期においては、新型コロナウイルス感染症に伴う行動制限が全面的に解除されて外食の利用が

進むなどの外部環境変化もありましたが、CtoCプラットフォーム「ポケットマルシェ」やサブスクリプション型の

サービスの継続的な利用に支えられて、堅調な業績となっております。また、３月に「ポケマルおやこ地方留学」

を２拠点目である和歌山で開催し、全国展開をスタートいたしました。

　CtoCプラットフォーム「ポケットマルシェ」においては、クレジットカードに加えてコンビニ後払いの利用を開

始するなど、サービスの強化を進めました。また、２月には「旬のお野菜定期便」、３月に「南国フルーツ定期

便」といった定期便サービスをリリースしております。さらに、１月には、使えば使うほど生産者支援になる「ポ

ケマルエポスカード」をローンチしました。このカードは、「ポケットマルシェ」での買い物の１%が生産者支援

金としてプールされるという特徴があります。当社は、プールされた生産者支援金を利用して、２月には飼料価格

高騰の影響を受けている酪農家支援を実施しており、今後もこうした生産者と消費者をつなぐ取り組みを積極的に

行ってまいります。

　

　一方、CtoCプラットフォーム「ポケットマルシェ」の基盤を活用する形で企業や自治体との協業案件の拡大に取

組みました。企業との協業では、シャープ株式会社とのウォーターオーブンヘルシオ×食材定期便の第2弾を行い、

計35セットを販売しました。自治体との協業では、１月から２月にかけてに静岡県と連携した産直EC「ポケットマ

ルシェ」内での送料無料キャンペーンなど販促事業に取り組み、送料無料原資の1,000万円を期間内に消化しまし

た。今後も引き続き、自治体と連携のうえ産直ECを活用した販促事業と共に、移住・定住や関係人口創出に繋がる
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新たな自治体連携事業にも積極的に取り組んでまいります。

　「ポケマルおやこ地方留学」は、2023年夏の開催へ向け、開催候補地である和歌山と福岡においてモニタツアー

を開催しました。春休み期間中に２泊３日で催行し、現地オペレーターとの連携確認、生産者とのアクティビティ

内容の確認、宣伝素材の撮影など夏休みの開催へ向けて必要な準備を行うことができました。また和歌山では小学

生高学年を対象に子供のみでの参加も試験的に実施し、子供のみでの参加についても大きな課題がないことを確認

いたしました。

　この結果、当第１四半期累計期間の業績は、売上高165,940千円、営業損失73,472千円、経常損失44,078千円、

四半期純損失44,294千円となりました。

　なお、当社の事業は、関係人口創出事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しておりま

す。

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありま

せん。

(4）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあ

りません。

(6）研究開発活動

　該当事項はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000

計 50,000

（注）2023年８月30日開催の臨時株主総会決議により、2023年８月30日付で定款の変更を行い、発行可能株式総数が
19,492株減少し、30,508株となっております。また、2023年８月16日開催の取締役会決議により、2023年９月２
日付で普通株式１株につき250株の割合で株式分割を行っており、またこれに伴う定款の変更を行い、発行可能株
式総数は7,596,492株増加し、7,627,000株となっております。

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,670 1,906,750 非上場 単元株式数は100株であります。

計 6,670 1,906,750 ― ―

（注）１．2023年８月16日開催の取締役会決議により、2023年９月２日付で普通株式１株につき250株の割合で株式分割
を行っております。これにより、発行済株式数は1,899,123株増加し、1,906,750株となっております。

　 ２．2023年８月30日開催の臨時株主総会決議に基づき、2023年９月２日付で定款の一部変更が行われ、１単元を
100株とする単元株制度を採用しております。
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(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

名称 第10回新株予約権

決議年月日 2023年２月21日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役 １

新株予約権の数（個） ※ 30 (注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、内
容及び数（株） ※

普通株式30 (注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 765,000 (注)２

新株予約権の行使期間 ※ 2025年２月22日～2033年２月21日

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
（円） ※

発行価格 765,000
資本組入額 382,500

新株予約権の行使の条件 ※ （注）３、４

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 本新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を受けなければならない。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項 ※

（注）５

　※新株予約権の発行時（2023年２月21日）における内容を記載しております。

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調

整、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の

算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数

３．新株予約権の行使条件は、以下のとおりです。

(1）本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について（注４）に定める取得事由が

発生していないことを条件とし、（注４）に定める取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められない

ものとする。ただし、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

(2）権利者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場（以下「株式公開」という。）がなされるま

での期間、及び株式公開から６か月が経過する日までの期間は、本新株予約権を行使することはできない

ものとする。ただし、当社が特に行使を認めた場合はこの限りでない。

(3）本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められないもの

とする。

４．当社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件は、以下のとおりです。

(1）当社が消滅会社となる吸収合併若しくは新設合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割、又
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は当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下これらを総称して「組織再編行為」とい

う。）について、法令上又は当社の定款上必要な当社の株主総会の承認決議（株主総会決議に替えて総株

主の同意が必要である場合には総株主の同意の取得、そのいずれも不要である場合には、取締役会の決

議）が行われたときは、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。

(2）当社の発行済株式総数の過半数の株式について、同時又は実質的に同時に特定の第三者（当社の株主を含

む。）に移転する旨の書面による合意が、当該株式の各保有者と当該第三者との間で成立した場合には、

当社は本新株予約権を無償で取得することができる。

(3）当社の株主による株式等売渡請求（会社法第179条の３第１項に定義するものを意味する。）を当社が承認

した場合には、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。

(4）権利者が下記のいずれの身分とも喪失した場合、当社は、未行使の本新株予約権を無償で取得することが

できる。

① 当社又は当社の子会社（会社法第２条第３号に定める当社の子会社を意味し、以下単に「子会社」とい

う。）の取締役又は監査役

② 当社又は子会社の使用人

③ 顧問、アドバイザー、コンサルタントその他名目の如何を問わず当社又は子会社との間で委任、請負等

の継続的な契約関係にある者

(5）次のいずれかに該当する事由が発生した場合、当社は未行使の本新株予約権を無償で取得することができ

る。

① 権利者が禁固以上の刑に処せられた場合

② 権利者が当社又は子会社と競合する業務を営む法人を直接若しくは間接に設立し、又はその役員若しく

は使用人に就任するなど、名目を問わず当社又は子会社と競業した場合。ただし、当社の書面による事

前の承認を得た場合を除く。

③ 権利者が法令違反その他不正行為により当社又は子会社の信用を損ねた場合

④ 権利者が差押、仮差押、仮処分、強制執行若しくは競売の申立を受け、又は公租公課の滞納処分を受け

た場合

⑤ 権利者が支払停止若しくは支払不能となり、又は振り出し若しくは引き受けた手形若しくは小切手が不

渡りとなった場合

⑥ 権利者につき破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算手続開始その他これらに

類する手続開始の申立があった場合

⑦ 権利者につき解散の決議が行われた場合

⑧ 権利者が反社会的勢力（暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、その他暴力、

威力又は詐欺的手法を使用して経済的利益を追求する集団又は個人を意味する。以下同じ。）であるこ

と、又は資金提供等を通じて反社会的勢力と何らかの交流若しくは関与を行っていることが判明した場

合

⑨ 権利者が本要項又は本新株予約権に関して当社と締結した契約に違反した場合

(6）権利者が当社又は子会社の取締役若しくは監査役又は使用人の身分を有する場合（本新株予約権発行後に

かかる身分を有するに至った場合を含む。）において、次のいずれかに該当する事由が発生した場合、当

社は、未行使の本新株予約権を無償で取得することができる。

① 権利者が自己に適用される当社又は子会社の就業規則に規定する懲戒事由に該当した場合

② 権利者が取締役としての忠実義務等当社又は子会社に対する義務に違反した場合

(7）当社は相続の対象とならなかった本新株予約権を無償で取得することができる。この場合、会社法第273条

第２項又は第274条第３項に基づく新株予約権者に対する通知は、権利者の法定相続人のうち当社が適切と

判断する者に対して行えば足りるものとする。但し、法令の解釈によりかかる通知が不要とされる場合に

は、通知を省略して本新株予約権を無償で取得することができるものとする。

５．当社が組織再編行為を行う場合は、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の権利

者に対して、手続に応じそれぞれ合併における存続会社若しくは新設会社、会社分割における承継会社若し

くは新設会社、又は株式交換若しくは株式移転における完全親会社（いずれの場合も株式会社に限る。以下

総称して「再編対象会社」という。）の新株予約権を、下記の方針に従って交付することとする。但し、下
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記の方針に従って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、組織再編行為にかかる契約又は計画において

定めた場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数権利者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付す

るものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数組織再編行為の条件等を勘案の上、第1項に準じて決定す

る。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法組織再編行為の条件等を勘案の上、第4

項で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、第(3)号に従って決定される当該新株予約

権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間第5項に定める新株予約権を行使することができる期間の初日と組

織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、第5項に定める新株予約権を行使することができる期

間の末日までとする。

(6) 権利行使の条件、取得事由、その他の新株予約権の内容本新株予約権の内容に準じて、組織再編行為にか

かる契約又は計画において定めるものとする。

(7) 新株予約権の譲渡制限新株予約権の譲渡について、再編対象会社の取締役会（取締役会非設置会社の場合

は株主総会）の承認を要するものとする。

(8) 組織再編行為の際、本項の取扱いに決定する。
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② 【その他の新株予約権等の状況】

当第１四半期会計期間において会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

名称 第11回新株予約権

決議年月日 2023年３月３日

新株予約権の数（個） ※ 30 (注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、内
容及び数（株） ※

普通株式30 (注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 765,000 (注)２

新株予約権の行使期間 ※ 2023年３月16日～2033年２月29日

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
（円） ※

発行価格 765,000
資本組入額 382,500

新株予約権の行使の条件 ※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 会社所定の承認機関による承認を受けなければならない。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項 ※

（注）４

　※新株予約権の発行時（2023年３月16日）における内容を記載しております。

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調

整、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

２．新株予約権の割当日後、行使価額の調整の必要が生じる場合は、次の算式により払込金額を調整し、円位未

満小数第１位まで算出し、小数第１位を四捨五入する。

調整後払込金額 ＝
既発行株式数 × 調整前行使価額 ＋ 新発行株式数 × 1株当たり払込金額

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数

３．本新株予約権は、当社が、株式会社日本政策金融公庫(以下、「公庫」)の制度融資である、新事業育成資金

(新株予約権付融資)を利用するにあたり、融資実行と同時に公庫に対して、以下の条件に基づき発行したも

のです。

(1) 原則として、当社が株式公開を行った後に、公庫は、本新株予約権を当社代表取締役である髙橋博之(以

下、「髙橋」)又は同人が公庫に対して斡旋した者(当社を含む)に売却するものとする。この場合には、

(6)①アに定められた基準日を起算日として14日以内に売却することとする。ただし、当社が、本新株予約

権が上場審査に支障をきたすおそれがあることを示した場合には、公庫は、本新株予約権を株式公開前に

売却することができるものとする。

(2) 損益状況、財務状況、その他当社の経営状況からみて、当社株式の公開が可能であるにもかかわらず、当

社が株式公開を申請しない場合には、(1)の定めに拘らず、公庫は、本新株予約権を髙橋又は同人が公庫に

斡旋した者に売却することができることとする。ただし、公庫は、本新株予約権の行使請求期限までに当

社発行の株式の株式公開が確実であると判断した場合等においては、本新株予約権の売却を猶予すること

ができる。

(3) 当社が合併、株式分割、株式交換、株式移転又は事業の譲渡等を行うことにより、公庫に不利益が生じる

と認められる場合には、上記(1)の定めに拘らず、公庫は髙橋と協議のうえ、本新株予約権を髙橋又は同人

が公庫に斡旋した者に売却することができるものとする。

(4) 上記(1)、(2)、又は(3)の場合において、髙橋又は同人が公庫に対して斡旋した者が、何らかの理由で本新

株予約権を買い取ることができない場合には、公庫は、髙橋と協議のうえ公庫が選定した者に本新株予約

権を売却することができるものとする。
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(5) 本新株予約権の売買価格は原則として次のとおり算出する。

売買価格 ＝ (株式の時価－行使価額)×本新株予約権の行使により発行すべき株式数

ただし、株式の時価が行使価額を上回らない場合には、公庫は髙橋と協議の上、売買価格を決めることができ

る。

(6) 株式は時価により評価することとし、原則として、次に定めるいずれかの金額を基準株価として、公庫及

び髙橋が合意した価格とする。ただし、上記(2)により本新株予約権の売却を猶予した場合においては、原

則として公庫が当社発行の株式の株式公開が確実であったと判断した時点の株式の時価を下限とする。

① 上記(1)の事由により売買を行う場合

　 ア 株式公開後に売買を行う場合

　 (ア) 上場日以後１ヵ月間を経過した日（当該日が金融商品取引所の休業日である場合はその翌営業日）

を基準日とし、当該基準日を含めて前1ヵ月間の金融商品取引所における終値の単純平均の価格（1

円未満の端数は切捨て）

　 (イ) 上場日以後１ヵ月間を経過した日（当該日が金融商品取引所の休業日である場合はその翌営業日）

を基準日とし、当該基準日の前営業日の金融商品取引所における終値の価格

　 ただし、金融商品取引所の規則等により本新株予約権の継続保有の確約を書面により提出している

場合は、原則として、上場日以後６ヵ月間（当該日において本新株予約権を取得した日以後１年間

を経過していない場合には、１年を経過する日）を経過した日（当該日が金融商品取引所の休業日

である場合はその翌営業日）を基準日とし、当該基準日を含めて前１ヵ月間の金融商品取引所にお

ける終値の単純平均の価格（１円未満の端数は切捨て）

　 イ 株式公開前に売買を行う場合

　 (ア) 当社の金融商品取引所への上場に伴う募集株式発行に関する募集価格

　 (イ) 当社の金融商品取引所への上場に伴う売出株式に関する売出価格

４．会社が、合併（会社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）を行う場合、組織再編行為の効力発生日に本新株予約権

者に対し、会社法第 236 条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）

の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。但し、以下の条件に沿って再編対象会社

の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約

又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

　本新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2) 新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類

　再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数

　組織再編行為の条件を勘案の上、上記（注）１に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上、行

使価額を調整して得られる再編後行使価額に、当該新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数を乗

じた額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

　新株予約権の行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から行使期間の末日ま

でとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　本新株予約権の行使により新株を発行する場合における新株の払込金額中資本金に組入れない額は、新株

の払込金額より資本金に組入れる額を減じた金額とする。資本金に組入れる額とは、新株の払込金額に

０．５ を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合、この端数を切り上げた額とする。新

株の払込金額とは、権利行使に際して払い込みをなすべき額をいう。 七その他の条件については、再編

対象会社の条件に準じて決定する。

(7) その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年３月31日 ― 6,670 ― 345,732 ― 145,732

（注）１．2023年８年29日を払込期日とする第三者割当による増資により、発行済株式総数が57株、資本金及び資本準
備金がそれぞれ12,825千円増加しております。

２．2023年４月１日から2023年８月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が900株、資本金
及び資本準備金がそれぞれ22,950千円増加しております。

３．2023年８月16日開催の取締役会決議により、2023年９月２日付で普通株式１株につき250株の割合で株式分割
を行っております。これにより、発行済株式数は1,899,123株増加し、1,906,750株となっております。

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)

普通株式

6,670 6,670

完全議決権株式であり、株主として
の権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式であります。
なお、当社は単元株制度は採用して
おりません。

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 6,670 ― ―

総株主の議決権 ― 6,670 ―

（注）１．2023年８月16日開催の取締役会決議により、2023年９月２日付で普通株式１株につき250株の割合で株式分割
を行っております。これにより、発行済株式数は1,899,123株増加し、1,906,750株となっております。

２．2023年８月30日開催の臨時株主総会決議に基づき、2023年９月２日付で定款の一部変更が行われ、１単元を
100株とする単元株制度を採用しております。

② 【自己株式等】

　 該当事項はありません。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第１四半期会計期間(2023年１月１日から2023年３月31日まで)及び第１四半期累計期間(2023

年１月１日から2023年３月31日まで)に係る四半期財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビ

ューを受けております。

３ 四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2022年12月31日)

当第１四半期会計期間
(2023年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 400,167 305,906

売掛金 43,076 17,483

商品 300 38

仕掛品 413 787

貯蔵品 32 34

前払費用 9,769 9,906

未収入金 207,509 107,483

未収消費税等 4,986 2,744

その他 116 3,050

貸倒引当金 △58 △23

流動資産合計 666,314 447,411

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 0 0

建物附属設備（純額） 1,642 1,613

工具、器具及び備品（純額） 455 341

有形固定資産合計 　 2,098 　 1,955

無形固定資産

商標権 4,583 4,458

無形固定資産合計 4,583 4,458

投資その他の資産

出資金 10 10

敷金 4,200 4,200

差入保証金 6,077 3,077

長期前払費用 265 249

投資その他の資産合計 10,552 7,536

　固定資産合計 17,233 13,950

資産合計 683,547 461,361
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(単位：千円)

前事業年度
(2022年12月31日)

当第１四半期会計期間
(2023年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 7,733 9,181

1年内返済予定の長期借入金 1,521 965

短期借入金 　※ 113,500 　※ 113,500

未払金 132,789 68,143

未払費用 45,409 31,791

未払法人税等 865 859

前受金 10,856 10,856

契約負債 6,862 3,101

預り金 225,879 129,189

その他 211 147

流動負債合計 545,628 367,736

固定負債

資産除去債務 4,879 4,879

　固定負債合計 4,879 4,879

負債合計 550,508 372,616

純資産の部

株主資本

資本金 345,732 345,732

資本剰余金

資本準備金 145,732 145,732

資本剰余金合計 145,732 145,732

　利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △359,325 △403,619

利益剰余金合計 △359,325 △403,619

株主資本合計 132,139 87,845

新株予約権 900 900

純資産合計 133,039 88,745

負債純資産合計 683,547 461,361
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

(単位：千円)
当第１四半期累計期間
(自 2023年１月１日

　至 2023年３月31日)

売上高 ※ 165,940

売上原価 54,740

売上総利益 111,200

販売費及び一般管理費 184,672

営業損失（△） △73,472

営業外収益

受取利息 1

補助金収入 24,802

雑収入 7,895

　営業外収益合計 32,698

営業外費用

支払利息 722

チャージバック損失 2,288

雑損失 293

　営業外費用合計 3,304

経常損失（△） △44,078

税引前四半期純損失(△) △44,078

法人税、住民税及び事業税 216

四半期純損失（△） △44,294
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

※ 運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。これらの契約に基づく

借入金未実行残高は次のとおりであります。

前事業年度
（2022年12月31日）

当第１四半期会計期間
（2023年３月31日）

当座貸越極度額 200,000千円 200,000千円

借入実行残高 100,000 〃 100,000 〃

差引額 100,000千円 100,000千円

(四半期損益計算書関係)

※ 売上高の季節的変動

当第１四半期累計期間(自2023年１月１日 至2023年３月31日)

当社の四半期における業績は、第４四半期(10月～12月)において、売上高及び営業利益が偏重する傾向にあり

ます。これは、自治体支援サービスの実施が集中すること、ふるさと納税の需要が年末にピークになること等に

よるものです。一方、当社の第２四半期(４月～６月)は、自治体支援サービスが、自治体年度のスタートととも

に、自治体の事業発注先の選定などの準備期間にあたる等の理由から、他の四半期と比較して売上が減少する傾

向があり、業績に季節的変動があります。

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

当第１四半期累計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年３月31日)

減価償却費 267千円

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第１四半期累計期間(自 2023年１月１日 至 2023年３月31日)

当社の事業は、関係人口創出事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

(収益認識関係)

当第１四半期累計期間(自 2023年１月１日 至 2023年３月31日)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)

当第１四半期累計期間
(自 2023年１月１日
　至 2023年３月31日)

　一時点で移転される財及びサービス 165,303

　一定の期間にわたり移転される財及
びサービス

637

顧客との契約から生じる収益 165,940

その他の収益 ―

外部顧客への売上高 165,940
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第１四半期累計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年３月31日)

１株当たり四半期純損失（△） △26.56

(算定上の基礎)

四半期純損失（△）(千円) △44,294

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る四半期純損失（△）(千円) △44,294

普通株式の期中平均株式数(株) 1,667,500

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度
末から重要な変動があったものの概要

―

(注)１. 2023年12月期第１四半期の「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益」については、潜在株式は存在するも

のの、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できていないため、また、１株当たり四半期純損失であ

るため記載しておりません。

２．当社は、2023年９月２日付で普通株式１株につき250株の割合で株式分割を行っております。期首に当該株式

分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純損失を算定しております。
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(重要な後発事象)

（多額な資金の借入）

　当社は、2023年６月21日開催の取締役会において、以下のとおり借入の実行を決議し、借入契約を締結しており

ます。

1．資金調達の概要

　 ①資金の使途 運転資金

　 ②借入先 株式会社三井住友銀行

　 ③借入極度額 100,000千円

　 ④借入金額 100,000千円

　 ⑤借入金利 基準金利＋スプレッド

　 ⑥借入実行日 2023年７月31日

　 ⑦返済期限 2024年４月30日

　 ⑧担保の有無 無

（第三者割当による新株発行）

　当社は、2023年８月10日開催の取締役会において、以下のとおり第三者割当による新株の発行を決議しておりま

す。

1．新株発行の概要

　 ①募集方法 第三者割当

　 ②発行する株式の種類及び数 普通株式57株

　 ③発行価格 1株につき450,000円

　 ④発行価格の総額 25,650,000円

　 ⑤増加する資本金及び資本準備金の額 資本金 12,825,000円

　 資本準備金 12,825,000円

　 ⑥申込期日 2023年８月25日

　 ⑦割当先及び割当株式総数 PNB-INSPiRE Ethical Fund 1 投資事業有限責任組合 34株

　 小橋工業株式会社 23株

　 ⑧資金の使途 運転資金に充当する予定であります。

（新株予約権の発行）

　当社は、2023年８月10日開催の取締役会において、以下のとおり第12回新株予約権の発行を決議しております。

1．新株予約権の発行要領

　 ①新株予約権の発行日 2023年８月30日

　 ②付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役 ３

　 当社従業員 ３

　 ③新株予約権の数（個） 146

　 ④新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株） 普通株式146

　 ⑤新株予約権の行使時の払込金額（円） 450,000

⑥新株予約権の行使期間 2025年８月26日～2033年８月25日

　 ⑦新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 発行価格 450,000

発行価格及び資本組入額（円） 資本組入額 225,000
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（新株予約権の行使）

　当社が発行した「第１回新株予約権」について、以下のとおり2023年４月１日から2023年８月31日までに権利行

使が行われております。

1．新株予約権の行使の概要

　 ①新株予約権の行使数 900個

　 ②発行した株式の種類及び株式数 普通株式900株

　 ③資本金の増加額 22,950,000円

　 ④資本準備金の増加額 22,950,000円

（株式分割及び単元株制度の採用）

　当社は、2023年８月16日開催の取締役会決議に基づき、2023年９月２日付をもって株式分割を行っております。

また、2023年８月30日開催の臨時株主総会決議に基づき、2023年９月２日付で定款の一部を変更し単元株制度を採

用しております。

　 １．株式分割、単元株制度の採用の目的

　当社株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図ることを目的として株式分割を実施するとともに、１単元を100

株とする単元株制度を採用いたしました。

　 ２．株式分割の概要

　 ①分割方法

2023年９月１日を基準日として、同日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有株式数を、普通株式

１株につき250株の割合をもって分割しております。

　 ②分割により増加した株式数

　 株式分割前の発行済株式総数 7,627株

今回の分割により増加する株式数 1,899,123株

株式分割後の発行済株式総数 1,906,750株

　 株式分割後の発行可能株式総数 7,627,000株

③分割の日程

　 基準日公告日 2023年８月17日

基準日 2023年９月１日

効力発生日 2023年９月２日

④１株当たり情報に与える影響

「１株当たり情報」は、当該株式分割が前事業年度の期首に行われたものと仮定して算出しており、これによ

る影響については、当該箇所に記載しております。

　 ３．単元株制度の採用

　単元株制度を採用し、普通株式の単元株式数を100株といたしました。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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